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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第６期

第２四半期連結
累計期間

第５期

会計期間
自 2021年10月１日
至 2022年３月31日

自 2020年10月１日
至 2021年９月30日

売上高 (千円) 1,942,110 3,522,765

経常利益 (千円) 344,767 324,176

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 220,080 211,208

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 229,381 216,643

純資産額 (千円) 710,140 914,797

総資産額 (千円) 1,892,231 2,603,522

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 77.65 70.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 37.5 35.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △478,921 575,583

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 24,594 △63,187

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △455,683 △16,115

現金及び現金同等物の
四半期(期末)残高

(千円) 772,539 1,682,550

回次
第６期

第２四半期連結
会計期間

会計期間
自 2022年１月１日
至 2022年３月31日

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 52.80

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場
であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

３．当社は、第５期第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、第５期第２
四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期
首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に
ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

５．当社は、2022年８月９日付で普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首
に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり四
半期（当期）純利益を算定しております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありませ

ん。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。なお、当社は、

前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期連結累計期間との比

較分析は行っておりません。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の国内外での感染拡大の影響が長

期化し、収束の見通しが立たず、先行きの不透明な状況が続きました。当社グループは、教育研修事業及びＤＸ推

進事業をセグメントとしております。関連する業界として教育研修事業のうち、研修業界は対面での研修が減りオ

ンラインへの移行、eラーニング市場のニーズ拡大などの変化が生じております。ＤＸ推進事業に関連する業界で

は、経産省を中心に進められている企業のＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)推進、労働人口減への対応や

省人化のニーズを背景にＲＰＡ(ロボティック・プロセス・オートメーション)の新聞、雑誌、ＷＥＢ媒体での掲載

が増えるなど注目度は高く、働き方改革やリモート化が進む中でも、市場環境は依然良好な状況が続いておりま

す。

当社グループにおいては、「チャレンジあふれる未来をつくる」という経営理念のもと、お客様と従業員の安全

を確保しつつ、当社グループ自らがチャレンジし続けることで、事業の拡大と収益性の向上に取り組んでおりま

す。

このような状況の中、当社グループの当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高1,942百万円、営業利益

340百万円、経常利益344百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益220百万円となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① 教育研修事業セグメント

教育事業は事業全体が堅調に推移しました。研修事業は主に、新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響により

対面研修の減少を受けたものの、当社グループ商品「Smart Boarding」(クラウド型オンボーディングサポートサ

ービス)が、eラーニングの市場ニーズの成長を背景に、導入企業数を伸ばすことができました。結果、当第２四

半期連結累計期間においてセグメント売上高は1,029百万円、セグメント利益は157百万円となりました。

② ＤＸ推進事業セグメント

当社グループ商品「ＲＰＡ Ｒｏｂｏ-Ｐａｔ ＤＸ」は事務部門が自分で自動化できるＲＰＡ、という考え方に

基づき現場の業務フローと必要な機能を追究し、改善を重ねてきました。

更なる事業拡大に向けて広告宣伝等を積極的に行いながら、これまでに書籍「今すぐ使えるかんたんＲＰＡロ

ボパットＤＸ」の刊行や「ロボパットマスター認定プログラム」を導入したこともあり、現場の最前線で業務に

あたりながらＲＰＡを使いこなし、ＤＸ推進並びに生産性向上を実現する人材の育成にも注力することで市場と

事業の両面の拡大を企図しています。

導入社数は2022年3月末時点で約940社となっており、その結果、当第２四半期連結累計期間においてセグメン

ト売上高は 846百万円、セグメント利益は124百万円となりました。
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サービス別の売上高は、次のとおりであります。

①人財育成コンサルティングサービス

人財育成コンサルティングサービスでは、教育研修セグメントのうち、EducationとＨＲ(Human Resource)の分

野にサービスを提供しております。

　ＨＲの分野では新型コロナウイルス感染拡大に伴う影響により対面研修は抑制傾向であるものの、Educationの

分野は堅調に推移しました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間において売上高は873百万円となりました。

②ＤＸ推進コンサルティングサービス

　ＤＸ推進コンサルティングサービスでは、ＤＸ推進事業セグメントに加えて教育研修セグメントのうち、

Education ＤＸとＨＲ ＤＸの分野にサービスを提供しております。

　ＲＰＡサービスの拡大に加えて、教育向け(Education ＤＸ)では「７つの習慣Ｊ®」オンラインのサービス立ち

上げや企業向けでは(ＨＲ ＤＸ)「Smart Boarding」の拡販を実現しました。

　その結果、当第２四半期連結累計期間において売上高は972百万円となりました。

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末と比べて711百万円減少し、1,892百万円と

なりました。流動資産は、前連結会計年度末と比べて723百万円減少し、1,568百万円となりました。これは主に売

掛金が241百万円増加しましたが、現金及び預金が946百万円減少したこと等によるものであります。固定資産は、

前連結会計年度末と比べて11百万円増加し、323百万円となりました。これは主に有形固定資産が11百万円減少しま

したが、無形固定資産が13百万円、長期前払費用が15百万円増加したこと等によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末と比べて506百万円減少し、1,182百万円と

なりました。流動負債は、前連結会計年度末と比べて485百万円減少し、782百万円となりました。これは主に未払

金が174百万円減少したことや、契約負債(前連結会計年度は前受収益等)が171百万円、賞与引当金が81百万円減少

したこと等によるものであります。固定負債は、前連結会計年度末と比べて21百万円減少し、399百万円となりまし

た。これは主に長期借入金が17百万円減少したこと等によるものであります。

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末と比べて204百万円減少し、710百万円と

なりました。これは主に利益剰余金が220百万円増加しましたが、自己株式の取得により434百万円減少したこと等

によるものであります。

　(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末と比べて

910百万円減少し、772百万円となりました。

　第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況及び要因は、次のとおりであります。

　 (営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、478百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益344百万円、賞

与引当金の減少81百万円、売上債権の増加241百万円、未払金の減少176百万円、前受収益の減少366百万円等があっ

たことによるものであります。

　 (投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、24百万円となりました。これは主に定期預金の払戻による収入38百万円、有形

及び無形固定資産の取得による支出34百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入22百万円等が

あったことによるものであります。

　 (財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、455百万円となりました。これは主に長期借入金の返済による支出21百万円、自
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己株式の取得による支出434百万円があったことによるものであります。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

新規上場申請のための有価証券報告書(Ⅰの部)に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(5) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更は

ありません。

(7) 研究開発活動

　 当第２四半期連結累計期間の研究開発費は３百万円となりました。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年６月17日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,000,800 1,000,800 非上場

完全議決権株式であり権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準的株式であります。
なお、当社は単元株制度を採
用しておりません。

計 1,000,800 1,000,800 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年１月１日～
2022年３月31日

― 1,000,800 ― 127,000 ― 26,041
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(5) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)

発行済株式(自己株

式を除く。）の

総数に対する

所有株式数の

割合(％)

株式会社デュケレ
神奈川県横浜市西区みなとみらい四丁目10番

２号
400,600 44.96

鈴木 甲子雄 東京都北区 61,100 6.86

佐藤 陽彦 東京都新宿区 61,100 6.86

近藤 隆 静岡県静岡市清水区 57,000 6.40

石川 淳悦 神奈川県横浜市 45,900 5.15

イノベーション・エンジン産業創出

投資事業有限責任組合
東京都港区芝二丁目３番12号 39,000 4.38

尾上 幸裕 千葉県市川市 20,200 2.27

升本 甲一 東京都葛飾区 20,200 2.27

小林 裕 東京都江東区 20,200 2.27

佐野 陽彦 東京都文京区 20,200 2.27

永井 充 東京都港区 20,200 2.27

(注) 上記のほか、自己株式が109,800株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

109,800
― ―

完全議決権株式(その他)

普通株式
891,000 891,000

完全議決権株式であり権利内容に何
ら限定のない当社における標準的株
式であります。

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 1,000,800 ― ―

総株主の議決権 ― 891,000 ―

② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社FCE Holdings
東京都新宿区西新宿

二丁目４番１号
109,800 ― 109,800 10.97

計 ― 109,800 ― 109,800 10.97

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間

(2022年１月１日から2022年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年10月１日から2022年３月31日まで)に

係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,718,552 772,539

売掛金 230,501 472,273

有価証券 99,402 108,741

商品 49,147 52,809

未収法人税等 74,767 ―

その他 120,718 162,170

貸倒引当金 △1,541 △205

流動資産合計 2,291,548 1,568,329

固定資産

有形固定資産 97,578 85,927

無形固定資産 28,414 42,316

投資その他の資産

その他 197,091 206,768

貸倒引当金 △11,111 △11,111

投資その他の資産合計 185,980 195,657

固定資産合計 311,973 323,901

資産合計 2,603,522 1,892,231

負債の部

流動負債

買掛金 148,682 166,501

１年内返済予定の長期借入金 39,934 35,864

未払金 246,379 72,698

未払費用 54,197 47,043

前受収益 366,014 ―

契約負債 ― 200,789

未払法人税等 98,895 124,568

未払消費税等 58,032 43,038

賞与引当金 152,544 70,560

返品調整引当金 3,908 ―

その他 99,605 21,857

流動負債合計 1,268,194 782,922

固定負債

長期借入金 358,524 340,950

資産除去債務 17,556 16,851

その他 44,450 41,366

固定負債合計 420,530 399,168

負債合計 1,688,724 1,182,091
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 127,000 127,000

資本剰余金 26,041 26,041

利益剰余金 771,778 991,859

自己株式 ― △434,039

株主資本合計 924,820 710,862

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △11,193 △1,892

その他の包括利益累計額合計 △11,193 △1,892

新株予約権 1,170 1,170

純資産合計 914,797 710,140

負債純資産合計 2,603,522 1,892,231
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 1,942,110

売上原価 637,317

売上総利益 1,304,792

販売費及び一般管理費 ※ 964,776

営業利益 340,016

営業外収益

受取利息 7

受取配当金 45

預り保証金精算益 2,000

その他 3,135

営業外収益合計 5,188

営業外費用

支払利息 437

その他 0

営業外費用合計 437

経常利益 344,767

税金等調整前四半期純利益 344,767

法人税等 124,686

四半期純利益 220,080

親会社株主に帰属する四半期純利益 220,080
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 220,080

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 9,300

その他の包括利益合計 9,300

四半期包括利益 229,381

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 229,381

非支配株主に係る四半期包括利益 ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 344,767

減価償却費 16,512

賞与引当金の増減額（△は減少） △81,984

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,336

受取利息及び受取配当金 △52

支払利息 437

固定資産除却損 0

売上債権の増減額（△は増加） △241,771

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,662

仕入債務の増減額（△は減少） 17,819

未払金の増減額（△は減少） △176,716

前受金の増減額（△は減少） △8,935

前受収益の増減額（△は減少） △366,014

契約負債の増減額（△は減少） 200,789

その他 △83,084

小計 △383,232

利息及び配当金の受取額 14

利息の支払額 △437

法人税等の支払額 △95,265

営業活動によるキャッシュ・フロー △478,921

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,000

定期預金の払戻による収入 38,002

有形固定資産の取得による支出 △19,994

無形固定資産の取得による支出 △14,694

差入保証金の差入による支出 △22

差入保証金の回収による収入 335

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 22,968

投資活動によるキャッシュ・フロー 24,594

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △21,644

　自己株式の取得による支出 △434,039

財務活動によるキャッシュ・フロー △455,683

現金及び現金同等物に係る換算差額 ―

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △910,010

現金及び現金同等物の期首残高 1,682,550

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 772,539
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」とい

う。)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。これにより、

当社グループの書籍等の出版販売について、従来は、返品による売上総利益相当額に基づき返品調整引当金と

して計上しておりましたが、変動対価に関する定めに従って、返品されると見込まれる商品についての売上高

及び売上原価相当額を認識しない方法に変更しており、返金負債を流動負債の「その他」及び返品資産を流動

資産の「その他」に含めて表示しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。こ

の結果、第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に与

える影響はありません。

また、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表

示していた「前受収益」及び「その他流動負債」に含めて表示していた「前受金」は、第１四半期連結会計期

間より「契約負債」に含めて表示しております。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替を行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。)等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。

なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の影響による会計上の見積りについて)

新型コロナウイルス感染症拡大による影響については、今後の収束時期を正確に予測することは極めて困難

な状況にありますが、本新規上場申請のための四半期報告書提出日現在において、当該感染症による当社グル

ープの事業に重要な影響は生じていないことから、影響は軽微であると仮定して会計上の見積りを行っており

ます。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、今後の経過によっては将来

における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があ

ります。
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(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額は次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

給与手当 335,054千円

貸倒引当金繰入額 △1,334千円

賞与引当金繰入額 70,560千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

現金及び預金 772,539千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 772,539千円

(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間(自 2021年10月1日 至 2022年３月31日)

１.配当金支払額

該当事項はありません。

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの

　 該当事項はありません。

３.株主資本の金額の著しい変動

当社は、2021年12月28日開催の株主総会決議に基づき、第１四半期連結累計期間において、自己株式

109,800株、434,039千円の取得を行いました。

この結果、当第２四半期連結会計期間末において自己株式が434,039千円となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期連結累計期間(自 2021年10月１日 至 2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益

計算書計上額
(注)３教育研修 ＤＸ推進 計

売上高

外部顧客への売上高 1,020,799 846,448 1,867,248 74,861 1,942,110 ― 1,942,110

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,910 10 8,920 121 9,041 △9,041 ―

計 1,029,710 846,458 1,876,168 74,982 1,951,151 △9,041 1,942,110

セグメント利益 157,185 124,519 281,705 7,667 289,372 50,643 340,016

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、出版事業を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額50,643千円は、各報告セグメントに配分していない全社収益及び全社費用が含ま

れております。全社収益は各グループ会社からの経営管理料等であり、全社費用は主に報告セグメントに

帰属しない持株会社運営に係る費用であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する情報

　 該当事項はありません。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間(自 2021年10月１日 至 2022年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注１)

合計

　教育研修 ＤＸ推進 計

人財育成コンサルティング
(注２)

873,811 ― 873,811 ― 873,811

ＤＸ推進コンサルティング(注
２)

126,221 846,448 972,670 ― 972,670

出版事業 ― ― ― 74,861 74,861

その他 20,766 ― 20,766 ― 20,766

顧客との契約から生じる収益 1,020,799 846,448 1,867,248 74,861 1,942,110

その他の収益 ― ― ― ― ―

外部顧客への売上高 1,020,799 846,448 1,867,248 74,861 1,942,110

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、出版事業を含んでおりす。

また、セグメント間の内部売上高又は振替高は含まれておりません。

２．人財育成コンサルティング：教育研修セグメントのうち、EducationとＨＲ(Human Resource)の分野

にサービスを提供しております。

ＤＸ推進コンサルティング：教育研修セグメントのうち、Education ＤＸとＨＲ ＤＸの分野とＤＸ

推進事業セグメント（RPA）の分野にサービスを提供しております。
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主なサービス区分における定義は以下の通りであります。

Education：学校や私塾等へのサービス

HR：企業への集合型・対面型の研修やコンサルティングサービス

Education DX：オンラインツールやeラーニングコンテンツ(教育関係向けの総合情報サイト)の提供

サービス

HR DX：eラーニングコンテンツ(企業向けクラウド型オンボーディングサポート)の提供サービス

RPA：ＲＰＡソフトウェアの提供サービス
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年10月１日
　至 2022年３月31日)

１株当たり四半期純利益 77円65銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 220,080

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

220,080

普通株式の期中平均株式数(株) 944,693

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

(注) １．当社は、2022年８月９日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

るため、期中平均株価を把握できませんので記載しておりません。

(重要な後発事象)

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

当社は、2022年７月15日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うこと

を決議し、以下のとおり、2022年８月９日を効力発生日として株式分割を実施いたします。

１．株式分割の目的

株式分割を実施することにより、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式の流動性の向上と投資家

層の拡大を図ることを目的としております。

２．株式分割の概要

（１）株式分割の方法

2022年８月８日を基準日として、同日現在の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を１株に

つき３株の割合をもって分割いたします。なお、当該株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、

2022年８月９日をもって、当社の定款第６条で定める発行可能株式総数を4,000,000株から12,000,000株に変更

いたします。

（２）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 1,000,800株

今回の分割により増加する株式数 2,001,600株

株式分割後の発行済株式総数 3,002,400株

株式分割後の発行可能株式総数 12,000,000株

（３）分割の日程

基準日公告日 2022年７月22日

基準日 2022年８月８日

効力発生日 2022年８月９日

（４）１株当たり情報に及ぼす影響
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当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は以下のとおりでありま

す。

項目

当第２四半期連結累計期間

(自 2021年10月１日

至 2022年３月31日)

１株当たり四半期純利益 77円65銭

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であるた

め、期中平均株式を把握できませんので記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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